

























は、 1 対 1 の個人レッスンまたは 1 対最大10名程度のグループレッスンという
指導形式で、教師と生徒が課題曲を演奏していた。なお、音楽教室の中には、

















































































































































































以内の演奏について演奏権が及ぶのかという 4 つの争点に絞って解説する（ 1 ）。
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要な行為論といわれる判断基準は、すでに Live Bar 事件控訴審判決（知財高
判平成28・10・19平成28年（ネ）第10041号）で採用されているものである（ 2 ）。













































（ 3）　上野・前掲注（ 1 ）28頁。なお、間接侵害における手足論については、上野達弘「いわゆる手
足論の再検討」飯村敏明先生退官記念『現代知的財産法―実務と課題―』1113頁を参照。
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（19）　安藤・前掲注（ 4 ）86頁、安藤和宏「侵害主体（ 6 ）―ライブハウス」著作権判例百選〔第 6
版〕（2019年）175頁。前田健「侵害主体論」論究ジュリスト34号（2020年）90頁は、「ロクラク
事件最判が示したのは、諸要素を考慮して、誰が支分権該当行為をしているといえるかを判断す
べきという点に止まる。これを『枢要な行為』という多義的なマジックワードでいい換えた上で、
侵害関与者への責任を肯定する法理として用いることは、適切でない」と述べている。
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音楽教室における演奏について、演奏主体が音楽教室事業者であるとされた事例 〔安藤　和宏〕
